
法第29条第１項及び法施行規則第15条第２項に規定する
（幼保連携型）認定こども園変更・廃止・休止届提出書類一覧
	変更する事項
	提出書類
	届出時期
	留意点

	設置者名

設置者住所
【注１】
	□認定こども園変更届出書　（様式第１３-２号）

□定款又は寄付行為（申請者が法人の場合）

□登記事項証明書

□施設一覧（参考様式）【注４】
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	・法人の名称変更とは、当該法人の「商号変更」のみを指します。

法人の合併・事業譲渡等により設置法人が別法人へ変更となる場合は、新たな認可申請又は幼保連携型認定こども園設置者変更申請書（様式第10号）が必要です。変更届では対応できません。

	代表者
【注１】
	□認定こども園変更届出書　（様式第１３-２号）
□設置者についての確認書　(別添１２)
□（別添１２関係標準例）履歴書（写）又は経歴書

□理事会及び評議員会の議事録の写し又は辞令等の写し

□誓約書（別添１３）
□施設一覧（参考様式）【注４】

	
	

	施設の目的
【注２】
【注３】
	□幼保連携型認定こども園変更届出書（様式第１４-２号）

□園則
	
	

	施設名

【注１】
【注３】
	□認定こども園変更届出書　（様式第１３-２号）
□幼保連携型認定こども園変更届出書（様式第１４-２号）

□園則又は運営規程

□理事会の議事録の写し

	
	

	施設長氏名

【注１】

	□認定こども園変更届出書　（様式第１３-２号）
□園長となるべき者の履歴書（別添４）

□【園長の資格を有すると認める旨の書類】

　園長の資格を証明する資料
□理事会の議事録の写し又は辞令等の写し

	
	・園長と同等の資格を有すると認めるものを園長として任命する場合は、（別添４関係）の理由書を提出してください。

	園則（運営規程）の内容
【注１】
【注３】
	□幼保連携型認定こども園変更届出書　（様式第１４-２号）

□園則
□運営規程

	
	・運営規程が園則と1本化されている場合は、園則のみ提出。
・副園長及び保育教諭の人数が変更となることにより園則（運営規程）が変更となる場合は、それぞれの資格者証の写し等を提出してください（未提出者のみ）。

	施設住所

【注１】
	□認定こども園変更届出書　（様式第１３-２号）
□幼保連携型認定こども園変更届出書　（様式第１４-２号）

□地図

	
	

	園地、園舎その他の設備の規模及び構造並びにその図面
【注１】
【注３】

	□幼保連携型認定こども園変更届出書　（様式第１４-２号）

□園舎等及び園庭の配置表（別添５）
□敷地の平面図（有効園庭を明示の上、園庭面積を求積したもの

□建物及び設備の平面図（各室の用途及び面積が分かるもの）及び立面図

□土地及び建物（園舎）の登記簿謄本（登記事項全部証明書）
□無償の貸与又は使用許可を受ける事を証明する書面の写し又は賃貸借契約書の写し【不動産の貸与を受ける場合】
□理由書・指導計画等【３歳以上の園児の学級編制を１つの保育室内で行うことができず２つの保育室等にまたがる場合】

□建物（園舎）の検査済証の写し

□耐火建築物であることが分かる書類【３階以上に保育室等を設ける場合】

□壁、天井の室内部分の仕上げを不燃材料で行い、カーテン、床敷物、建具等について防炎処理が行われていることが分かるもの（例：建築確認申請時の内装仕上げ表、防炎シール・ラベル等）【３階以上に保育室を設ける場合】

□防火対象物使用開始（変更）届出書（写）

□建築確認担当課との協議事項（参考様式）【注４】

□消防署との協議事項（参考様式）【注４】


	
	・【保育室等を２階以上に設ける場合】

□避難設備（常用・避難用それぞれ）をマーカーをして下さい。

□転落防止設備の高さをマーカーして下さい。（図面に記載がない場合は実測の上、手書きして下さい）

□非常警報装置等が記載された図面を提出して下さい。（設備の平面図に記載で可）

・2階建てで保育所からの移行特例を適用する場合は、準耐火建築物（イ）であることが分かる書類（一部重複あり）

□建築確認確認申請書（該当するほうにチェック→□耐火建築物　□準耐火建築物（イ））

□建築確認確認済証　　
□建築確認検査済証　　□その他の公的な書類

	調理業務
	□認定こども園変更届出書（様式第１３－２号）　
□食事の提供計画書（別添６）

□【調理業務を外部委託又は外部搬入する場合】

調理業務受託者との契約書（案又は写し）
	
	

	敷地外屋外遊技場

	□幼保連携型認定こども園変更届出書　（様式第１４-２号）
□配置表（別添５）
□認定こども園と同一敷地外の園庭の利用について（参考様式）

□施設全体の付近見取図（認定こども園から敷地外園庭が含まれているもの）

	
	・移行特例により２歳の園児に係る園庭面積について、公園等の代替地を活用する場合、提出が必要。

	認可定員

【注１】
【注３】

	□認定こども園変更届出書　（様式第１３-２号）
□職員配置及び学級編制計画書（別添３）

□配置職員ローテーション表（時間ごとの職員配置が分かるもの）

□職員の資格を証明する資料（幼稚園教諭免許状、保育士証等の写し）

□【職員配置の特例を適用する職員のみ】

特例に係る資格要件が満たされていることが分かる書類

□【職員配置基準に非常勤職員を含む場合】

常勤換算した計算内容が分かる書類（別添３関係）
□【３歳児の学級編制を２５人を超えて３５人以下とする場合】理由書

□【併有していない者を保育教諭とする場合】保有していない免許又は資格をいつごろ取得する予定なのかを示す書類

□【副園長が変更となる場合】副園長の資格を証明する資料
□建物及び設備の平面図（各室の用途及び面積が分かるもの）

	
	・資格を証明する資料幼稚園教諭免許状、保育士証の写し）は届出時、申請時又は前回変更時から新たに採用した職員のみ添付すること。
・副園長と同等の資格を有すると認めるものを園長として任命する場合は、（別添３関係）の理由書を提出してください。

	教育・保育の目標及び内容　

【注２】
【注３】
	□認定こども園変更届出書　（様式第１３-２号）
□園則又は運営規程
	
	

	子育て支援事業

【注２】
【注３】
	□認定こども園変更届出書　（様式第１３-２号）
□子育て支援事業計画書（別添２）
	
	

	経費の見積もり及び維持方法
	□幼保連携型認定こども園変更届出書　（様式第１４-２号）

□直近３年間の決算書及び予算書
	
	・届出時、申請時に提出した直近３年の決算書及び予算書の内容に変更がある場合のみ、提出必要。（毎年提出を求めるものではない。）


【廃止・休止】

	廃止・休止
【注１】

【注３】
	□幼保連携型認定こども園廃止・休止申請書（様式第７号）

□理事会の議事録の写し

□財産の処分方法（廃止のみ）

□引継ぎ確認書（写）又は贈与契約書（写）

□財産目録

□備品台帳
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	・法人の合併・事業譲渡等により設置法人が別法人へ変更となる場合は、新たな認可申請又は幼保連携型認定こども園設置者変更申請書（様式第10号）が必要です。


【注１】：特定教育・保育施設の確認変更にかかる書類を、保育・こども園課へ提出する必要があります。
【注２】：当該内容が運営規程に記載されている場合は、特定教育・保育施設の確認変更にかかる書類を、
保育・こども園課へ提出する必要があります。

【注３】：保育・こども園課と事前協議が必要となります。
【注４】：必要に応じて提出を求める場合があります。
